
事 務 連 絡  

令和６年８月９日   

 

 公益社団法人三重県宅地建物取引業協会  

  会長 村井 浩一 様  

 

三重県県土整備部建築開発課長        

 

   三重県における土地差別事案および「三重県宅地建物取引業における人権問題 

に関する指針」の周知について 

 

 平素より、県行政に格別のご理解、ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

昨年度、三重県内に勤務する教育公務員が、被差別部落の土地であることを理由に土地

購入を避けたい意思表示を行い、また、不動産売買契約後に被差別部落の土地であること

を理由に契約の解除を申し出た事案が発生し、買主側の当該教育公務員に対し、「差別を解

消し、人権が尊重される三重をつくる条例」（以下、「差別解消条例」という。）第14条第1

項の規定に基づき、令和６年２月29日に知事による説示（別添１）が実施され、令和６年

７月25日付けで県教育委員会による懲戒処分（別添２）が行われました。 

差別行為を行った買主は、差別解消条例がめざす人権が尊重される社会の実現に向けて、

率先して積極的な役割を果たさなければならない教育公務員であり、処分が行われたもの

です。 

今回の事案においては、媒介を行う宅建業者が差別行為に気づき、県への相談・報告等

を適切に対応いただいたところですが、一方で、他の不動産業者（不明）が被差別部落の

土地であることを教示したとの情報もありました。 

 このように、自らが行う媒介等の取引だけでなく、他の取引等においても被差別部落に

関する問い合わせに応じることは、差別を助長したり、差別行為に加担したことになり、

下記「三重県宅地建物取引業における人権問題に関する指針」（平成25年４月１日 令和６

年４月１日改正 三重県県土整備部建築開発課）に反する行為になります。 

 つきましては、引き続き人権研修等の啓発のための諸活動を推進すると共に、貴協会会

員の皆様に、人権意識の高揚に努めていただくよう、改めて「三重県宅地建物取引業にお

ける人権問題に関する指針」の周知をよろしくお願いいたします。 

 

                  記  

 

「三重県宅地建物取引業における人権問題に関する指針」（抜粋）  

３ 宅地建物取引業者及び宅建業団体の人権問題の解決に向けての責務  

（１） 宅地建物取引業者の責務  

 ア 信頼性の確保  

   宅地建物取引業者は、その取引行為において、果たすべき社会的責務について

一層自覚し、人権問題に関する社内啓発を推進し、人権意識の高揚に努めます。  



 

イ 取引物件の調査等  

 宅地建物取引業者は、取引物件の所在地が同和地区であるかないか、又は、同

和地区を校区に含むかどうか等について、調査、報告及び教示をしないこととし

ます。  

 

 

 

 

 

 

事務担当 

 建築開発課宅建業・建築士班 

  片山 

 電話059-224-2708 
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１ 事案名                               

   不動産売買に係る土地差別事案 

 

２ 申立て年月日                               

   令和５年 11月２日 

 

３ 申立て内容                               

県内の土地を購入した相手方が、契約後、その土地が被差別部落であることがわ

かったとして、土地を紹介した関係者と申立人（宅地建物取引業者）に対し、文書

により契約解除を要求した。相手方の主張に売主は合意契約解除に応じたにもかか

わらず、相手方は申立人の対応に対し非難を続けた。 

申立人は、相手方に対し、教育公務員でありながら差別行為を行ったことを真摯

に反省するよう、知事による説示の実施を求めた。 

 

４ 調査経過 

令和５年 

11 月 2 日 

申立人からの申立書を受理 

11 月 30 日 申立人及び相手方あて助言、説示又はあっせんに関する手続の開始を

通知。関係者に調査実施協力依頼文を発出 

12 月 15 日 相手方に対し、調査事項を示し、聴き取り調査を実施する旨を通知 

（相手方は調査に応ぜず） 

令和６年 

１月４日 

相手方に対し、調査事項を示し、聴き取り調査を再度実施する旨を通

知。あわせて、差別解消調整委員会に諮ることについて意見を求める。

（相手方は調査に応ぜず） 

１月 16 日 相手方から意見書を受領 

１月 29 日 差別解消調整委員会へ諮問 

２月６日 差別解消調整委員会開催       （令和５年度第２回委員会） 

２月 28 日 差別解消調整委員会答申 

２月 29 日 説示の実施 

 

５ 説示の内容 
１ 認定した事実  

 相手方が申立人に送付した文書において、被差別部落の土地は避けたい旨の意思

表示を行った。 

＜別添１＞
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同文書において、相手方が締結した不動産売買契約の対象となる土地が被差別部

落の土地かどうかに関する錯誤を理由として不動産売買契約の取消しを申立人に

伝えた。 

土地の売主は、相手方から不動産売買契約の取消し・解除の申し出を受けて心身

ともに憔悴し、不動産売買契約の合意解約書の締結に至った。 

申立人の従業員が相手方とのやりとりで精神的苦痛を受け、体調を崩した。また、

申立人が法人として仲介約定報酬の支払いを受けられないなど、部落差別がなけれ

ば被ることがなかったさまざまな不利益を受けた。 

相手方は、三重県内に勤務する教育公務員である。 

 

２ 説示 

被差別部落の土地であることを理由に土地購入を避けたいと意思表示を行うこ

と、また、不動産売買契約後に被差別部落の土地であることを理由に契約の取消

し・解除を申し出ることは部落差別であり、条例第２条第２号に定める不当な差

別に該当します。 
条例第４条では、「何人も、不当な差別をはじめとする人権侵害行為をしてはな

らない。」とあり、第６条には県民の責務として、「自ら人権意識の高揚に努める

とともに、相互に人権を尊重しなければならない。」と規定されています。また、

第９条では県の公務員は、「高い人権意識を持ち、この条例の目的を達成するた

め、率先して積極的な役割を果たすものとする。」とされています。このように、

県の公務員は、率先して条例の目的である人権が尊重される社会の実現に向け、

県民以上の積極的な役割を果たすよう求められています。 
とりわけ教育基本法第９条に、「法律に定める学校の教員は、自己の崇高な使命

を深く自覚し、絶えず研究と修養に励み、その職責の遂行に努めなければならな

い。」と定められている教育公務員が差別を行ったことに、申立人やその関係者

は、不信感を抱いており、たとえ私人としての取引活動上の行為であるとしても

教育公務員に対する信用を傷つける結果となっています。 
また、平成 28 年には部落差別のない社会を実現することを目的とする部落差別

の解消の推進に関する法律が施行されており、法の趣旨に反する本件行為のよう

な部落差別行為が法施行後に行われたことは重大な事案であると認識していま

す。 
本県では、部落差別は重要な人権課題であるという認識のもと、これまでその

解消に向けた取組を進めてきました。とりわけ、宅地建物取引においては、宅建

業団体の協力も得ながら、宅地建物取引業者に対し研修、啓発を実施してきてお
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り、その成果は、宅地建物取引業者の意識の大幅な改善という形で表れていま

す。そうした中で県の公務員により引き起こされたこの部落差別行為は、これま

での本県の取組を無化しかねない行為です。 
なお、被差別部落である旨を告知しなくても宅地建物取引業法第 47 条違反とは

ならず、むしろ顧客等への啓発の実施が求められています。申立人は、宅地建物

取引業者として、こうした責務を忠実に果たしています。 
部落差別は、その歴史的経緯や構造上、被害を受けた者が声を挙げづらいとい

う性質をもつものであることから、本件行為が、申立人のみならず、売主とその

関係者にもたらした苦痛を理解し、自らの行為の不当性を十分認識するととも

に、部落差別に関する正しい知識と認識を深め、今後二度と同様の行為を行うこ

とのないよう説示します。 

 

 



＜別添２＞





三重県宅地建物取引業における人権問題に関する指針 

平成25年４月１日 

令和６年４月１日改正 

 

三重県県土整備部建築開発課 

 

人権とは、人が人らしく幸せに生きていくために、誰もが生まれながらにして持っている権利であり、日

本国憲法はこれを基本的人権として、すべての国民に保障しています。 

三重県では、こうした憲法の理念の下、「差別を解消し、人権が尊重される三重をつくる条例」を令

和４年に制定し、不当な差別その他の人権問題の解消を推進し、人権が尊重される社会の実現に

向けて取り組みを進めています。 

しかし、残念ながら予断と偏見に基づく差別は現在も残っており、宅地建物取引の場においても、取

引物件が同和地区かどうか、同和地区を校区に含むかどうか、といった差別に繋がる調査が未だに見受

けられます。 

また、外国人、障がい者、高齢者、母子・父子家庭並びにLGBT等に対する民間賃貸住宅への入

居機会の制約についても、問題化しています。 

部落差別（同和問題）をはじめとするさまざまな人権問題（以下「人権問題」という。）の解決は

国民的課題であるとの認識のもと、関係者は相互に協力し合い、その解決に向けての取り組みを推進

する必要があります。 

 

１ 宅地建物取引業における人権問題 

宅地建物取引業者は、その業務の適正な運営と取引の公正とを確保しながら、住生活の向上に寄

与するという重要な社会的責務を負っています。 

一方、宅地建物取引の場において、人権問題が生じていることは、平成23年度、平成29年度及

び令和４年度に三重県（以下「県」という。）が県内に事務所を有する全ての宅地建物取引業者を

対象に実施した「人権に関するアンケート調査」の調査結果からも明らかになっています。 

この調査結果から明らかになった人権問題の解決を図るために、県、宅地建物取引業者及び宅地

建物取引業者で構成する団体（以下「宅建業団体」という。）は、各々の役割を分担し、連携・協

力して、人権意識の高揚と普及に努めます。 

 

２ 県の人権問題の解決に向けての責務 

県は、宅地建物取引業者の人権意識の高揚を図るため、関係機関、宅建業団体と連携・協力し

ながら、次に掲げる事項を積極的に推進します。 

（１）啓発推進体制の確立 

ア 人権問題の解決を図るため、県及び宅建業団体が実施する研修会、講習会等あらゆる

機会を通じて、人権問題に係る啓発を推進します。 



イ 研修会、講演会の開催については、県及び宅建業団体の役割分担を明確にするとともに、

対象者の問題意識に結びついた研修内容・計画等の検討を行います。 

また、宅建業団体に対して人権問題の啓発体制の整備に努めるよう要請します。 

ウ 人権問題の解決に繋がる宅建業団体の自主的な活動を支援します。 

エ 関係機関、宅建業団体と連携し、民間賃貸住宅の家主や県民に向けた効果的な啓発の

ための内容、手法等について検討・調査します。 

（２）県民啓発の推進 

県の広報誌等の媒体の活用により、県民に対し、宅地建物取引に関して生じる人権問題の

解決に向けて理解を求めるとともに、宅建業団体の広報媒体の活用についても連携しながら啓発

に努めます。 

（３）差別事象への対応 

ア 人権に配慮した業務の推進が図られるよう啓発、指導の充実に資するために、関係機関、

宅建業団体と連携し、情報提供体制の整備に努めます。 

イ 宅地建物取引業者の業務に関して差別事象が生じたときは、速やかに必要な資料収集や

関係者からの事情聴取に努めます。 

３ 宅地建物取引業者及び宅建業団体の人権問題の解決に向けての責務 

（１）宅地建物取引業者の責務 

ア 信頼性の確保 

宅地建物取引業者は、その取引行為において、果たすべき社会的責務について一層自

覚し、人権問題に関する社内啓発を推進し、人権意識の高揚に努めます。 

イ 取引物件の調査等 

宅地建物取引業者は、取引物件の所在地が同和地区であるかないか、又は、同和地

区を校区に含むかどうか等について、調査、報告及び教示をしないこととします。 

また、差別に繋がる不適切な広告、表示をしないこととします。 

ウ 入居機会の確保 

宅地建物取引業者は、国籍、障がい、高齢等の理由により、入居機会を制約し、これを

助⾧する差別的行為をしないこととします。 

また、その関係する家主等に対して、人権問題についての理解を求めるよう努めます。 

エ 差別事象発生時の団体及び県への報告 

宅地建物取引業者は、宅地建物の取引の場において差別事象が発生したときは、宅建

業団体及び県へその詳細を報告するように努めます。また、県への関係資料の提出や関係

者からの事情の聴取に協力するように努めます。 

（２）宅建業団体の責務 

宅建業団体は、その構成員に対して、人権意識の高揚と普及を図るため、研修、啓発推進の

ための諸活動を推進するとともに、県や関係機関と連携しながら人権問題に係る啓発体制を確

立し、組織的な研修、啓発の取組みに努めます。 


